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ページ展開エリア タイトル 事業主体
13 ⻘森県 廃棄されていたながいも⾮⾷⽤部を電気に変える JAゆうき⻘森 ほか

13 秋⽥県 再造林費⽤を上乗せし県内チップを買取る 北都銀⾏ ほか

14 ⼭形県 価値の発⾒・創出により、作物の多様性を守る ⼭形在来作物研究会

14 福島県 サポーターの⼒で営農型太陽光発電の設備投資を実現 ⼆本松有機農業研究会

15 埼⽟県 ⽣き物を育む⽥んぼ”体験”を提供する NPO法⼈かわごえ⾥⼭イニシアチブ

15 神奈川県間伐材をストローとして商品化する 株式会社アキュラホーム

16 新潟県 ファンを増やして棚⽥を守る NPO法⼈越後妻有⾥⼭協働機構

16 ⽯川県 農薬不使⽤ゆずのファンを組織化する 国造柚⼦⽣産組合

17 ⻑野県 農地の維持管理の⼯夫で⽣物多様性を向上 キリンホールディングス株式会社
メルシャン株式会社

17 愛知県 共感を育み、在来野菜種の保全につなげる あいち在来種保存会

18 三重県 環境貢献活動で交流⼈⼝を育む ⼀般社団法⼈ふるさと屋

18
滋賀県
ほか 環境ビジネスを成⻑産業ととらえて後押し 滋賀銀⾏

19 滋賀県 「⿂のゆりかご⽔⽥⽶」をJAが⾼く買い取る 滋賀県

19 滋賀県 産地⼀体でのブランド化で価値を上げる 近江⽶振興協会 ほか

20 岡⼭県 価値観を訴求し⽥植え時点で販路を確保 NPO法⼈岡⼭県⽊村式⾃然栽培
実⾏委員会/株式会社やまと

20 福岡県 社員の環境活動を商品開発に活かす 株式会社岩⽥屋三越

21 ⻑崎県 ヤマネコ保護への共感で販売先を確保する 佐護ヤマネコ稲作研究会

21 熊本県 森林の⼒を経済価値に変える 熊本県⼩国町

22 ⼤分県 「ほんまもん農産物」を地域で⾷べる ⾅杵市有機農業推進室

22 宮崎県 昆⾍テクノロジーで畜産糞尿を商品に 株式会社ムスカ

23 宮崎県 ⼩⽔⼒発電の利益で⽔路を維持管理 ⼤⼈発電農業協同組合

23 宮崎県 ⽣産者の”哲学”を可視化する 株式会社電通

24 ⿅児島県⾦融機関が循環型経済をプロデュース ⿅児島銀⾏

24 全国 調達から世界を変える パタゴニア・インターナショナル・インク
⽇本⽀社

25 全国 種⽷で環境貢献と資⾦捻出を両⽴ 海の森づくり推進協会

25 全国 「販売」側が先導する循環型農業 セブンアンドアイ・ホールディングス

５．取組事例
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 ⽣産した棚⽥⽶を販売するとともに、お中元、お歳暮商品づくり
へとつなげている。顧客からも⾼い評価を受けており、売れ⾏き
は好調、リピーターも多い状況である。

 同社では社員が主体性を持って⽶づくりから商品化、販売までを
⾏うことで商品知識を深めるとともに、⽣産地の現状・課題・苦
労・喜びなどを学び、商品開発や接客販売等に活かしている。

 同社ではこうした取組の幅を広げ、現在、「⼋⼥茶」、「福岡天
神はちみつ」においても社員参加型の商品開発を⾏っている。

 同社では、社員が⽣産の現場を知り、棚⽥の抱えている問題や棚⽥⽶の美味しさを伝えることで、顧客か
ら⽀持される商品の開発へとつなげている。また社員のモチベーションアップにもつながっている。

 百貨店の株式会社岩⽥屋三越では、顧客の質問・要望にその場で対応できることが実店舗の強みと考え、
さまざまな催物やイベントの実施に加え、商品が作られる背景や歴史を伝えることを重視している。

 2017年に「岩⽥屋三越ファーム 」 プロジェクトを⽴ち上げ、昆⾍、⽔⽣⽣物、植物など多種多様な⽣物
を育む棚⽥で⽶づくりを開始することとした。平地の⽔⽥に⽐べて労⼒の負担が⼤きいことから耕作放棄
されやすい棚⽥の維持に貢献するとともに、営農経験等を踏まえた商品開発や商品説明などを進めている。

 棚⽥⽶の作付⾯積は、2017年の約3,000㎡から年々拡⼤し、2019年には約8,000㎡となっている。

岩⽥屋三越ファーム 棚⽥⽶
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 同法⼈の主な収⼊は、会費、⽣産された⽶の認証料（⽊村式⾃然栽培
であることの認証）、販売⼿数料。安定的な販売のために、株式会社
やまとが運営する「すし遊館」（8店舗）などの寿司店、幼稚園・保
育園、テレビショッピング等の販路を確保している。付加価値をより
⾼めるため、⽇本酒、味噌、発芽⽞⽶ごはん、⽢酒、酵素⽞⽶粉、
⽞⽶⿊酢なども共同開発しており、⽥植えの時点ではすでにほぼ全量
の買い⼿がついている。

 こうしたことを背景に、同法⼈では、60㎏当たり平均2万円前後で
農家から⽶を仕⼊れており、低収量でも農家の収⼊が安定する仕組み
としている。

 同法⼈の理事⻑が「伝道師役」となって、「環境の保全と経済の拡⼤の両⽴」などの価値を掲げ積極的な
情報発信を⾏うことで、 それに賛同する販路を⽥植え前に確保している。

岡⼭県⽊村式⾃然栽培のたんぼ

 ⽣産者、流通業者、消費者が参画するNPO法⼈岡⼭県⽊村式⾃然栽培実⾏委員会は、2010年から岡⼭県
内で、⽣産者・JA・パールライス・全農・取引先（販売・加⼯会社）・消費者と連携し、肥料・農薬・除
草剤を使⽤しない⽶づくりを進めている。同法⼈と協業する⽣産者数は2019年度現在97⼾。圃場数は約
500枚、⾯積は約83ha、⽣産量は⽶3,541俵（約213トン）となっている。

SDGsとの関連性

ビジネスモデルの概要

取組の継続性を⾼めるためのヒント

事前に価値観に共鳴する“買い⼿”や協⼒者などを確保しよう。ヒント！

SDGsとの関連性

ビジネスモデルの概要

取組の継続性を⾼めるためのヒント

事業主体 展開エリア

岡⼭県NPO法⼈岡⼭県
⽊村式⾃然栽培

実⾏委員会
価値観を訴求し⽥植え時点で販路を確保

事業主体 展開エリア

福岡県株式会社
岩⽥屋三越

社員の環境活動を商品開発に活かす

実際に体験してみよう。体験したことを伝えることで、顧客の⼼をつかもう。ヒント！

付加価値を農家へ還元し、環境に良い取組の裾野を広げよう。ヒント！



 熊本県⼩国町では、⾯積の約8割を占める豊かで広⼤な森林を適切に管理・保全するとともに地域活性に
係る取組を進めるため、2010年3⽉、九州の⾃治体としては初めてカーボンオフセットクレジット（J- ク
レジット）制度における森林吸収クレジットを取得した。

 同町が取得したJ-クレジットは、CO2排出量を減らしたい全国の企業や団体へ販売している。同町では、
2020年3⽉までで累計約1,250トン ‒CO2 分のJ-クレジットを販売することで、森林資源を活かしながら、
全国の地球温暖化対策に貢献している。

 同町では、本取組の経験を活かしつつ、ヒト＝「コミュニティ⼒」、モノ＝「地域資源」、カネ＝「研
究と採算性」を軸とした活動を展開している。上記のように本事業で得た収⼊も、他地域の企業や⾃治
体などとの連携などへ継続的に再投資し、“環境モデル都市” “SDGs未来都市”の取組へとつなげている。

 同町では、ブランド⼒の⾼い企業等や全国の⾃治体にJ‐クレジットを販売。
2016年から2018年の3年間で得た約3百万円の収⼊を、 森林と環境の啓発
活動や、都市部など町外の住⺠を対象としたエコツアー（植林、⽊材と⼩
国町を堪能する体験活動を実施）などの活動資⾦として活⽤している。

⼩国町のカーボンオフセットの仕組み
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 2009年に⻑崎県対⾺市上県町佐護地区の農家や住⺠が⽴ち上げた佐護ヤマネコ稲作研究会は、同地域のみ
に⽣息し、絶滅が危惧されるツシマヤマネコ（ベンガルヤマネコの亜種）の⽣息地保全活動をしている。

 ツシマヤマネコの⽣息地の⽥んぼを、⾃主的な栽培基準を決めて認定⽥とし、減農薬栽培による⽶づくり
を⾏っている。餌となる⽣き物を増やすことで、ヤマネコを始め、野⿃などの野⽣動物が⽣息しやすい環
境の維持・創出を図っている。⽣き物調査を年3回実施し、取組の効果を調査している。

 ヤマネコの保全、減農薬などの価値を訴求することで、通常の倍近くの販売価格を設定。2017年に⾃然保
護協会による⽇本⾃然保護⼤賞を受賞するなど、社会的な評価も受けている。

減農薬栽培による⽶づくり

SDGsとの関連性

ビジネスモデルの概要

取組の継続性を⾼めるためのヒント

環境⾯の価値に共感する⼈を⾒つけて販売しよう。ヒント！

SDGsとの関連性

ビジネスモデルの概要

取組の継続性を⾼めるためのヒント

事業主体 展開エリア

⻑崎県佐護ヤマネコ
稲作研究会

ヤマネコ保護への共感で販路を確保する

事業主体 展開エリア

熊本県熊本県⼩国町森林の⼒を経済価値に変える

CO2の吸収を始めとして、環境教育や観光、健康などの視点から、森林の価値を再発⾒しよう。ヒント！

活動で得た資⾦を再投資し、より⼤きな活動へと導いていこう。ヒント！

 ⽣産したヤマネコ⽶は、付加価値（5kg袋3,000円）をつけて島内外に
販売し、その⼀部を事務局運営や販売窓⼝業務の⼈件費などの活動費
に充てている。⼀般的な通信販売、⼩売販売、卸売販売に加え、那須
動物王国、神⼾どうぶつ王国、ヤマネコがいる動物園など、ツシマ
ヤマネコの保全への共感を抱きやすい施設へ販路を広げている。

 また、グッズの販売（ヤマネコ⽶のパッケージイラストを使った弁当
箱や⾵呂敷、エコバッグ等）、⽥んぼのオーナー制度と関連イベント
開催（オーナー約50名）など、多様な収⼊源を確保している。



 家畜の飼育過程で発⽣する⼤量の糞尿の処理は、悪臭、温室効果ガスの排出、地下⽔汚染など、環境への
悪影響が懸念される⼯程となっている。株式会社ムスカは、選抜交配された「イエバエ」を使うことで、
1週間程度で家畜糞尿を良質な有機肥料や飼料へと変えるバイオマスリサイクルシステムを開発。

 イエバエの幼⾍を乾燥させることでの飼料化、幼⾍の排泄部を活⽤した肥料化など、⽣物の機能に着⽬し
た新たな技術により、再⽣可能な循環システムを構築している。

 同社では、約50年間1,200世代にわたる選抜交配により、産
業化に向け必要な能⼒を⾼めたイエバエを保有し、畜産糞尿
などの有機廃棄物から、畜産業や養殖業向けの飼料として有
機肥料や動物性たんぱく質を活⽤する事業の計画を進めてお
り、完全循環型農業を⽬指すInsect-Tech（昆⾍テクノロ
ジー）企業として⼤きな注⽬を浴びている。

 具体期には、飼料および肥料販売費、有機廃棄物処理費を得
ることで運営する処理プラントを構想しており、同社はプラ
ント⾃体の販売やその運営管理、処理を⾏うイエバエの卵の
供給等を⾏うビジネスモデルとしている。

イエバエによるバイオマスリサイクル
システムのフロー
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 ⼤分県⾅杵市では、環境負荷を低減し地域の⾵⼟や⾃然環境を守るという観点から、フードマイレージ
（⾷料の移動距離）が短い地産地消と⾅杵市の⾵⼟を活かした有機農業を推進している。

 平成２２年度には、「⾅杵市⼟づくりセンター」を建設・運営し、完熟堆肥「うすき夢堆肥」の供給体制
を整えるとともに、化学肥料を使わないで育てた「ほんまもん農産物」を市⻑が認証し、販売網を確保す
ることで有機農業が経済的に成り⽴つ環境を整えている。

 農産物の価値が⼀⽬で分かるよう「ほんまもん農産物」認証シールを貼っている。⾷育やWEBサイト、
テレビ番組、関連映画などを通して、認証の価値を継続的に発信することで、ほんまもん農産物取扱店は
ここ5年で6店舗から21店舗へと増加。

 ｢うすき夢堆肥｣等の完熟堆肥で⼟づくりを⾏い、化学肥料・化学合成
農薬を使わずに圃場で⽣産される農産物を「ほんまもん農産物」とし
て認証。

 ⾅杵市の⼩学校、中学校では、市内の約70⼾の農家の協⼒を得て給⾷
で使⽤する野菜の約40％を地元産でまかなうなど、⽣産者と⾃治体が
⼀緒になって、地産地消型の販売先を確保している。

継続的に「有機」のPRを⾏う

SDGsとの関連性

ビジネスモデルの概要

取組の継続性を⾼めるためのヒント

⽣産者と地域が⼀丸となって、⾝近なところで、環境に配慮した⽣産物の販売先を確保しよう！ヒント！

SDGsとの関連性

ビジネスモデルの概要

取組の継続性を⾼めるためのヒント

事業主体 展開エリア

⼤分県⾅杵市有機
農業推進室

「ほんまもん農産物」を地域で⾷べる

事業主体 展開エリア

宮崎県株式会社ムスカ昆⾍テクノロジーで畜産糞尿を商品に

新たな技術を活⽤し、廃棄物を価値あるものに変えよう。ヒント！

認証づくりで終わらせない。継続的に価値を伝えていこう。ヒント！



 同社ではブロックチェーン技術等を利⽤して、綾町の有機野菜のサプライ
チェーン全体を可視化し、エシカルな⾏動を促す以下の実証実験を⾏った。

・⽣産：各⽣産者の⽣産履歴や⼟壌品質検査の結果の記録と可視化
・流通・物流： IoTセンサーによる照度・加速度・温度の記録と可視化
・レストラン：価値を伝えるメニュー表現
・消費後：注⽂客からの情報拡散分析、⽣産者へのフィードバック

 同社では、こうした経験を活かし、⽣産履歴や取引状況の可視化を⽬的と
した農業データ流通基盤を開発し、農業関係者への提供を予定している。

 ⽣産者の考え⽅等を分かりやすく伝えるため、栽培している⼟壌や輸送の状況を“数字”で伝える、関連す
るSDGsターゲットと紐づけするなどの取組をしている。

トレーサビリティ実証実験のイメージ

 ⼤淀川⽔系の上流部に位置する宮崎県綾町では、「⽣物多様性を壊さず、川の中流・下流域に迷惑をかけ
ないように」との思いから、1979年に⾃然⽣態系農業推進条例を制定し、無農薬・無化学肥料等を前提
に、JAと町が共同で個別指導を⾏い、町独⾃の有機栽培による⾃然⽣態系農業を普及させている。

 収量が上がりにくい有機栽培では、農産物の販売価格を⾼く設定せざるを得ないケースもあることから、
株式会社電通国際情報サービスでは、有機栽培のより⼀層の普及のため、綾町役場と連携して、⽣産者の
思いや哲学をわかりやすく伝え、価格以外の価値を訴求する取組を進めている。
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 宮崎県⽇之影町は、古くから稲作を中⼼とした農業が盛んで、平成27年には「⾼千穂郷・椎葉⼭地域」と
して世界農業遺産に認定された。

 町内の⼤⼈（おおひと）地区には、先⼈が苦労の末に築いた農業⽤⽔路があるが、近年では⾼齢化や過疎
化により、その維持が困難になりつつあった。このため、地域内の資源を再度⾒直しし、農業遺産でもあ
る農業⽤⽔路を活⽤し、再⽣可能エネルギーの⼀つである⼩⽔⼒発電所を建設し、2017年より発電を開始。

 温暖化効果ガスを発⽣させない環境にやさしい電⼒を販売することで、その利益を農業⽤⽔の維持管理や
集落活性化活動に活⽤している。

 本取組は当初、地域の⽤⽔組合を⺟体としていたが、⾦融機関の融資を受けるために、農業協同組合を
設⽴。法⼈として事業が継続される仕組みを構築した。

 同組合では、⼩⽔⼒発電機にて、農業⽤⽔路の流量に会わせた発電を
⾏っており株式会社新出光に全量売電している。

 ⾦融機関への返済分や保守管理費等を除いた額が、⽤⽔路の維持や⼤
⼈地区に伝わる農村歌舞伎等の継承といった活動に使われている。

農業⽤⽔路を活⽤した⼩⽔⼒発電所

SDGsとの関連性

ビジネスモデルの概要

取組の継続性を⾼めるためのヒント

利⽤していない農村の価値を、環境に配慮しながら経済価値へと変えよう。ヒント！

SDGsとの関連性

ビジネスモデルの概要

取組の継続性を⾼めるためのヒント

事業主体 展開エリア

宮崎県⼤⼈発電農業
協同組合

⼩⽔⼒発電の利益で⽔路を維持管理

事業主体 展開エリア

宮崎県株式会社電通⽣産者の”哲学”を可視化する

思いや“哲学”を、⾔葉だけではなく“数字”に語らせよう。ヒント！

事業推進と地域経営の⺟体となる組織体をつくろう。ヒント！



 同社は、⼟壌中の炭素貯留につながる多年⽣穀物「カーンザ」を原材料
としたビールや、持続可能な種のみを持続可能な個体数だけ捕獲し、
加⼯・⽣産したサーモン等を商品化し、販売している。

 また、こうした商品が選択されるよう、顧客とより深い結びつきを育む
ことを⽬指しており、製品やデザインだけではなく、その背景にある
価値観やストーリーを伝えていることを重視している。カタログやWEB
では、製品に加えて、環境やアクティビティに関するエッセイが数多く
掲載され、同社の考え⽅やメッセージを伝えている。

「カーンザ」を原材料としたビール

 アウトドア商品を取り扱うパタゴニア・インターナショナル・インク⽇本⽀社（本社：⽶国カリフォルニ
ア州）では、2016年から⾷料品（パタゴニア プロビジョンズ）の販売を⽇本国内で開始。2020年1⽉現
在、ビールやフルーツアーモンドバー、ムール⾙、サーモンなどを販売している。

 これらの⾷料品は、環境修復型の⽣産⽅式を採⽤する事業者から原材料を仕⼊れ、製品化し、販売されて
おり、「⾷べれば⾷べるほど、環境がよくなる」ことを⽬指す取組となっている。

 同社では、より多くの炭素貯留が可能となる⽅法で作られた農産物の調達を通じて、環境負荷の「低減」
からさらに⼀歩踏み込んだ「リジェネラティブ・オーガニック」農業を推進している。
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 ⿅児島銀⾏は、⼤⼿⼯場の撤退で地域の雇⽤創出の必要性に直⾯した⽇置市と、平成24年に「包括的業
務協⼒協定」を締結した。⽇置市が明治時代にオリーブ試験栽培地であったこと、近年のオリーブ需要の
⾼まりなどから、同⾏はオリーブ事業を市側に提案。加⼯販売を担う⿅児島オリーブ株式会社を、地元企
業とともに共同出資で設⽴した。

 同⾏では、⿅児島オリーブがオリーブオイルを製造する際に発⽣する「搾りかす」に着⽬し、廃棄ではな
く採卵鶏のえさとして活⽤する枠組みを構築し、⾷品加⼯残さ、廃棄コスト、飼料コストを削減している。

 ⿅児島オリーブでは、通常はコストをかけて廃棄する「搾りかす」を、地
域の社会福祉法⼈に安価で販売。社福法⼈側では「搾りかす」を採卵鶏の
えさとし、⽣産した卵を販売している。また、加⼯に使うオリーブは、市
内農家から固定価格で買い取るなど、農家経営の安定化にも配慮している。

 ⿅児島銀⾏では、事業者に関する情報とネットワーク⼒、信⽤⼒などを活
かすとともに、⾃ら出資という形で事業に参画することで、地域内で資源
と資⾦とが循環する仕組みづくりを先導・⽀援している。

 ⾷品加⼯残さに価値を⾒出すことで、資源や資⾦を地域内で循環させている。こうした取組を情報⼒等に
優れる地域銀⾏が先導している。

⽇置産オリーブ

SDGsとの関連性

ビジネスモデルの概要

取組の継続性を⾼めるためのヒント

⾷品加⼯残さなど、廃棄せざるを得なかった“モノ”の価値をもう⼀度考え直してみよう。ヒント！

SDGsとの関連性

ビジネスモデルの概要

取組の継続性を⾼めるためのヒント

事業主体 展開エリア

⿅児島県⿅児島銀⾏⾦融機関が循環型経済をプロデュース

事業主体 展開エリア

全国パタゴニア・インター
ナショナル・インク

⽇本⽀社
調達から世界を変える

環境に配慮した作物を優先的に調達することで、SDGsを推進しよう。ヒント！

資源や資⾦が循環する社会づくりは、地域の⾦融機関など、地元をよく知る事業者が主役！ヒント！

環境に良い商品が顧客から選択されるよう、価値観やストーリーを伝えよう。ヒント！
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 同社では⾷品リサイクル法への対応や、廃棄コスト削減等の観点から、
⾷品残さの肥料化やその肥料を使⽤して⽣産・販売する循環型農業

「セブンファーム」を開始した。
 堆肥化施設が⽐較的近隣にある店舗においては、循環型農業を⾏うこと

で運搬費を含め経済合理性も⾼くなる場合がある。2019年2⽉末現在、
12拠点で循環型農業「セブンファーム」に取り組んでいる。

セブンファーム冨⾥

 セブン＆アイグループのイトーヨーカドーでは、店舗から出る⾷品残さを堆肥化するとともに、その堆肥
を使⽤して⽣産する循環型農業「セブンファーム」を東⽇本各地に展開している。

 セブンファームではGAP認証の取得や有機野菜の⽣産なども⾏っている。⽣産された野菜などは農場から
近いイトーヨーカドー店舗で販売するなど、地産地消型の農業を実施している。

 セブンファームで店舗由来の堆肥を使⽤する協⼒⽣産者は、イトーヨーカドーなど納品先が確保されてい
ることもあり、安⼼して循環型農業に参加できる環境が整えられている。

 海の森づくり推進協会は、コンブ等の海藻による「海の森づくり」を普及することで、磯焼けの被害を防
ぎ、沿岸域の⽔質浄化と⽔産資源増殖を図ることを⽬的として、2002年に発⾜した。現在は普及啓発活
動に加えて、全国の沿岸地域を対象にコンブやワカメの種⽷の販売を⾏っている。

 海の森づくりを推進し、コンブ等を増やすことで、ブルーカーボン（海洋⽣態系に蓄積される炭素）の増
⼤や酸素の供給、さらには多様な⽣物を育む藻場・産卵場・ 揺籃場の強化などに貢献している。

 同協会は、「海の森づくり」に必須となるコンブ種⽷の斡旋と年1
回の海の森づくりシンポジウムを実施。シンポジウム参加費や会費
収⼊、広告費、寄付⾦を得て活動を継続している。

 同協会が1994年発⾜以来⾏ってきた「⼤規模海中林造成」や「⽣産物の利活⽤」については、コスト
や現地でのマンパワー等が必要となることから、現在は海藻養殖業者活動を委ねている。⼀⽅、同協議
会では、 2016年から普及啓発の核となる種⽷斡旋とイベント開催に特化した活動を実施している。

同協会が販売しているコンブ種⽷

SDGsとの関連性

ビジネスモデルの概要

取組の継続性を⾼めるためのヒント

マンパワー等が不⾜し始めたら、需要な事業に「選択と集中」することも、有効な⼿⽴ての⼀つ。ヒント！

SDGsとの関連性

ビジネスモデルの概要

取組の継続性を⾼めるためのヒント

事業主体 展開エリア

全国海の森づくり
推進協会

種⽷で環境貢献と資⾦捻出を両⽴

事業主体 展開エリア

全国株式会社セブン＆アイ
・ホールディングス

「販売」側が取り組む循環型農業

購買者に最も近い販売・流通事業者が変化すれば、⽣産者も変わる。ヒント！

環境に貢献する「種」を拡げることを収⼊源にすることで、事業をCSV化しよう。ヒント！




